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組織規程（大会社・小売業）

第１章　総　　則

（目的）

第１条　この規程は、会社の経営および業務遂行の組織および各組織単位の業務分掌と職務権限に関する基本事項を明確に定め、業務の効率的かつ組織的、有機的な運営・遂行を図ることを目的とする。組織機構、職位および業務分掌等、職務遂行に関する基本的事項を定め、業務の効率的かつ組織的運営を図ることを目的とする。

第２章　組　　織

（会社の組織機構）

第２条　会社の組織機構は、別表１「組織図」のとおりとする。

（最高経営組織）

第３条　当社の最高経営組織は、次の機関によって構成される。

　(1)　株主総会
　　当社の株主によって構成され、法令または定款に定められた事項につき決議を行い、経営の大綱を決定する。

　(2)　取締役会

　　取締役全員によって構成され、法令・定款および取締役会で定められた事項につき決議を行い、また本規程あるいはその規程に基づき業務上の重要事項の執行につき承認または決定する。

　(3)　代表取締役
　　取締役会の決議によって選任され、法令・定款の定めにより会社を代表する。

　(4)　監査役
　　商法その他の法令および監査役監査要領に基づき、会社の業務・会計を監査する。

（取締役会長）

第４条　取締役会長は、取締役会の決定に基づき重要な会社業務を統轄する。

（取締役社長）

第５条　社長は会社業務執行の最高責任者として会社を代表し、取締役会の定める基本方針に基づき会社業務を統括する。

（副社長、専務、常務、取締役）

第６条　他の業務執行取締役は会社の業務執行について社長を補佐するほか、社長が委嘱する部門の業務を担当し、会社の方針・政策に則り指揮・監督および調整をする。

（経営会議）

第７条　取締役会決議事項以外の重要事項につき、審議ならびに決定を行う機関として、経営会議を設置する。経営会議は経営会議運営規則により運営する。

（監査役会）

第８条　監査役は、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い、または決定するため、その全員をもって監査役会を構成する。監査役会に関する事項は、監査役会規則により定める。

（組織単位の部門長）

第９条　各組織単位には、管理および業務遂行の責任者として部門長を配置する。

２　急に所属長に欠員を生じたときは、とりあえず当該組織単位が属する上位組織単位の部門長がこれを代行する。ただし、すみやかに後任を任命するものとする。

第３章　業務分掌

（業務分掌の原則）

第10条　各組織単位は、それぞれの分掌業務を明確に定める。

２　各組織単位は定められた分掌業務の範囲を守り、業務の重複または、間隙の生じないようにしなければならない。

（協調）

第11条　各組織単位は、相互に関連ある業務について、会社の業務活動が有機的に行われるよう、進んで協調しなければならない。

（分掌業務）

第12条　各組織単位の業務分掌は、別表２「業務分掌表」（省略）に示す。

第４章　職務権限
（各職位の責任と権限）

第13条　各職位は、明確な範囲の責任事項とその遂行に必要な権限を有する。

（権限の形態）

第14条　権限の形態を明確にするため、主な権限について次のとおり定める。

　(1)　決定

　　自己の裁量により、自らの責任において決定または許可すること。

　(2)　承認

　　一定の職務の遂行が、上級職位の同意を条件に認められている場合、その上級職位が同意すること。

　(3)　命令

　　指令系統に基づいて、部下に業務の遂行を指示すること。

　(4)　助言

　　決定・命令の権限を有する職位に対し、専門的立場から、業務遂行について助言をなすこと。助言を受けた職位は、助言を十分に尊重して決定・命令を下すこと。

（権限の委譲）

第15条　上司が職務を部下に委嘱し、あるいは権限を部下に委譲した場合といえども、上司は当該部下と連帯して職務遂行および権限行使に関する責任を負うものとする。また、本規程・その他の規程の定めにより他の者に職務の代行を任せた者も、その結果に対して代行者と連帯して責任を負う。

（権限の行使）

第16条　権限を行使する場合には、職務権限規程に示す基準に従って行使されなければならない。万一、非常・緊急の場合において、職務権限規程に示す基準を超えて権限を行使したときは、すみやかに権限者にその旨を報告しなければならない。

第５章　職位と職務

（本部長）

第17条　本部長は、会社の方針、政策の決定に参画し、担当各部の業務執行を統括する。

（副本部長）

第18条　副本部長は本部長が不在時その他事故により職務を行使できないときは、あらかじめ委任された職務を代行する。

（ゼネラルマネジャー・室長）

第19条　ゼネラルマネジャー・室長は、会社の方針・政策に従い次の職務を行う。

　(1)　部・室の業務計画を作成・決定し、直轄する組織単位の業務活動を指揮・調整し、業務の遂行を監督する。

　(2)　部・室の予算を策定し、予算内の実行を承認し、予算外の支出稟議を申請する。

　(3)　部下の人事考課および昇進・配置転換ならびに教育訓練などを立案し、公正な人事の実現と人材の育成を図る。

　(4)　会社の方針・政策あるいは会議の結果を部署内に伝達し、周知徹底を図る。

　(5)　経営全般に関して積極的に参与し、経営トップを支援する。

（グループリーダー）

第20条　グループリーダーは、ゼネラルマネジャーの指揮・監督に従い次の職務を行う。

　(1)　グループの業務計画を作成・決定し、部下を指揮・助言・指導または支援し、業務の円滑な遂行を管理する。

　(2)　グループの予算を策定し、予算内での支出を管理する。

　(3)　部下の人事および教育訓練に関し、ゼネラルマネジャーなどを支援する。

　(4)　会社の方針･政策あるいは会議の結果を部下に伝達し､課内における周知徹底を図る。

　(5)　所属する組織の政策および運営に関して積極的に意見を述べ、部長の職務遂行を支援する。

（リージョン長）

第21条　リージョン長は店舗運営本部長の指揮・監督に従い次の職務を行う。

　(1)　管轄店舗の業務計画を作成・決定し、直轄する組織単位の業務活動を指揮・調整し、業務の遂行を監督する。

　(2)　管轄店舗の予算を策定し、予算の達成に努める。

　(3)　管轄店舗の営業戦略・政策を立案し、店舗運営本部長の任務遂行を支援する。

　(4)　管轄店舗の改装および新規出店プロジェクトを推進する。

　(5)　部下の人事および教育訓練に関し上長に提案するとともに、公正な人事の実現と人材の育成に努める。

　(6)　会社の方針・政策あるいは会議の結果を管轄店舗の店長に伝達し、管轄店舗における周知徹底に努める。

（エリア長）

第22条　エリア長はリージョン長の指揮・監督に従い次の職務を行う。

　(1)　エリア内の業務計画を作成・決定し、店長を助言・指導または支援し、業務の円滑な遂行を管理する。

　(2)　エリア内の予算を策定し、予算の達成に努める。

　(3)　商品本部の施策、方針をエリア内に徹底するとともに、店舗管理に関して店長との意思の疎通を図り、店長の業務遂行を支援する。

　(4)　エリア内の商品構成の維持管理、在庫調整、販促企画立案などを行うほか、商品の改廃、欠品防止策、販売ツール、改装などについて店舗運営本部へ提言する。

　(5)　エリア内の商談、情報収集を行うほか、商品知識・販売技術について、店長に対して助言または指導を行う。また、クリンリネスの推進に努める。

（店長）

第23条　店長はエリア長の指揮・監督に従い次の職務を行う。

　(1)　店舗の業務計画を作成・決定し、部下を指揮・助言・指導または支援し、業務の円滑な遂行を管理する。

　(2)　店舗の予算を策定し、予算の達成に努める。

　(3)　部下の勤怠および服務規律を管理するとともに､部下の勤怠意欲の維持･向上に努める。

　(4)　会社の方針･政策あるいは会議の結果を部下に伝達し､店舗内における周知徹底を図る。

　(5)　店舗の業務実態を認識し､必要な改善を実施する｡または問題点を直近上長に報告する。

　(6)　地域社会・顧客との友好関係の維持・向上に努め、苦情などの処理に当たる。

　(7)　店舗の政策および運営に関して、積極的に意見を述べる。

　(8)　自店舗の販売促進・商品構成を統轄し、商品本部各バイヤーとの連携・協調を深めるために、意思の疎通に努める。

（チーフ）

第24条　チーフは店長を補佐するとともに、その指揮・監督に従い次の職務を行う。

　(1)　店長の委嘱を受けた場合、その職務の一部を代行する。

　(2)　店長が不在、あるいは店長に事故があるときは、その職務を代行する。

　(3)　店長と連帯して、担当者を指揮・監督および調整し、分掌業務の遂行ならびに業務計画･予算の達成に努める。

（担当者）

第25条　担当者は、所属長の指揮・監督に従い、所属長の助言・指導のもと、所管業務を遂行する。

２　この規程において担当者とは、パートタイマー・アルバイトを含む。

付　　則

（施行）

第26条　この規程は平成○年○月○日から施行する。

◆別表１：組織図（小売業）


四国エリアC





静岡開発G





群馬開発G





広島開発G





山口開発G





熊本開発G














宮城エリアC





北陸エリアC





関西エリアC





東東京エリアC





福島エリアC





青森エリアC














千葉エリアC





西東京エリアC





神奈川エリアC





埼玉エリアC





別表２：「業務分掌表」


（省略）





経営会議





経営企画室





会　長





社　長





取締役会





監査役会





株主総会





お客様相談室





店舗運営本部





業務本部





店舗開発本部





東日本


開発部





西日本


開発部





商品本部





関東


リージ


ョン部





東北


リージ


ョン部





人事部





経理部





総務部





情報システム部





業務部





建設部





福岡開発G





茨城開発G





商品２部





商品１部





物流部





SP部








